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死因別粗死亡率の年次推移
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死因別年齢調整死亡率の
年次推移

資料 厚生労働省「人口動態統計」
年齢調整死亡率の基準人口は「昭和60年モデル人口」である。
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（資料）WHO Mortality Database (raw data files), Updated as of November 2015を
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7

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

19
50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

フィンランド

英国

米国

スウェーデン

カナダ

オーストラリア

イタリア

スペイン

ポルトガル

フランス

日本
0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

19
50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

男性 女性

年
齢
調
整
死
亡
率
（
１
０
万
対
）

虚血性心疾患年齢調整死亡率の経年推移の国際比較

（資料）WHO Mortality Database (raw data files), Updated as of November 2015を
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心疾患（高血圧性疾患を除く）・男性

a有意に高い
b高いが有意でない
c低いが有意でない
d有意に低い

 

脳血管疾患・男性

a有意に高い
b高いが有意でない
c低いが有意でない
d有意に低い

 

脳血管疾患SMR

（男性）

心疾患SMR

（男性）

厚生労働省人口動態特殊報告「平成20～24年人口動態保健所・市区町村別統計」より作図
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◆ 第１次国民健康づくり

• 昭和５３年から、本格的な長寿社会の到来に備え、
明るく活力ある社会を構築することを目的として、「
第１次国民健康づくり対策」を開始。

• 内容は次の３項目を柱とした国民運動の展開。
• （１） 生涯を通じての健康づくり推進

– 乳幼児、妊産婦、家庭婦人等を対象とした健康診査と老
人保健事業の総合的実施を図り、生まれてから死ぬまで
生涯を通じての予防・健診の体制を整備する。

• （２） 健康づくりの基盤整備
– 市町村保健センター等の設置と保健師・栄養士等のマン
パワーの確保を推進する。

• （３） 健康づくりの啓発普及策
– 健康・体力づくり事業財団等による活動を推進し、健康づ
くりに関する情報の収集や知識の啓発普及を行う。
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◆ 第２次国民健康づくり
（アクティブ８０ヘルスプラン）

• 昭和６３年から、“アクティブ８０ヘルスプラン”と
称される「第２次国民健康づくり対策」を実施。

• 疾病予防・健康増進という１次予防に重点。

• （１） 健康づくりの３要素

–栄養・運動・休養のバランスのとれた健康的な生活
習慣の確立をはかることを基本とする。

• （２） 健康増進のための施設整備・人材養成

–民間活力の積極的導入。健康運動指導士、健康運
動実践指導者の養成、運動普及推進員の育成。
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生活習慣病の増加

社会負担の増加
集団アプローチと

高リスク・アプローチ

9分野約70項目の数値目標
①栄養・食生活
②身体活動・運動
③休養・こころの健康づくり
④たばこ
⑤アルコール
⑥歯の健康
⑦糖尿病
⑧循環器病
⑨がん

“健康日本２１”
厚生労働省の健康施策
法的基盤＝健康増進法

健康増進と
生活習慣病の一次予防

2000

年度

最終評価

ＱＯＬの向上、
健康寿命の延伸 次期計画

2012

2013

中間評価

2005

急速な高齢化 生活習慣の多様化

◆健康日本２１（２１世紀の国民健康づくり運動）
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健康日本２１・中間評価の総括

• 中間実績値
– 目標を達成した項目もあるが、改善が見られない項目や悪化
している項目もある。（例：糖尿病↑、肥満↑、歩数↓）

– 従って、これまでの取り組みには必ずしも十分でない点もある
。

• 問題点
– 医療保険者と市町村等の役割分担が不明確であったため、
健診の未受診者の把握や受診勧奨の徹底が不十分で、健診
受診後の保健指導も必ずしも十分ではなかった。

– 効果的・効率的な健診・保健指導等を行うためのプログラム
やツールの提示も十分ではない点があった。

– 健診・保健指導等の成果を評価する視点も不十分であった。
– 健康づくり施策の中心として活躍すべき保健師、管理栄養士
等の人材育成や、エビデンスに基づく施策展開の基礎となる
データ収集・整備のさらなる充実強化を図る必要がある。

http://www.kenkounippon21.gr.jp/kenkounippon21/ugoki/kaigi/pdf/0704hyouka_tyukan.pdf
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17資料）糖尿病実態調査、国民健康・栄養調査、各年推計人口

平成9年に
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18資料）糖尿病実態調査、国民健康・栄養調査、各年推計人口

平成9年に
年齢調整

糖尿病有病者等の割合の推移（女性）
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糖尿病の可能性を否定できない者

糖尿病が強く疑われる者

20年～特定健診
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生活習慣病対策の中間評価時の状況と
以後の方向性

• 今後の方向性
– ポピュレーションアプローチ

• メタボリックシンドロームの概念の導入。

• エクササイズガイド・食事バランスガイド等の効果的なツールに
よる、運動、栄養、喫煙面での健全な生活習慣の形成に向けた
健康づくりの国民運動化を推進。

• 都道府県健康増進計画改定、明確な目標のもと、医療保険者
、事業者、市町村等の役割分担を明確化、連携推進。

– ハイリスクアプローチ

• メタボリックシンドロームに着目した特定健診・特定保健指導を
着実に実施。

• 生活習慣病予防のための標準的な健診・保健指導プログラム
の定期的な見直し。

• 目標

– 平成２７年度までに、生活習慣病有病者・予備群を平成２０年度比
で２５％以上減少

– 中長期的な医療費の適正化、国民の健康増進・生活の質の向上
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2013 -第四次国民健康づくり対策
“健康日本２１（第二次）”

（健康寿命の延伸・健康格差の縮小）

1988 –第二次国民健康づくり対策 （疾病予防・健康増進
［栄養・運動・休養］）

1978 –第一次国民健康づくり対策 （健診の導入）

2000 –第三次国民健康づくり対策
“健康日本２１”

（QOLの向上、健康寿命の延伸）

P
D

C
A

P
D

C
A

2008 –特定健診・特定保健指導
（メタボリックシンドロームに着目）

中間評価
（2005）

P
D

C
A

P
D

C
A

わが国における健康増進施策の流れ

最終評価
（2012）

P
D

C
A

第１期評価
・見直し
（2012）

従来型の健診
（高血圧管理による脳血管疾患
・虚血性心疾患の一次予防）

中間評価
(2017)

第２期評価
・見直し
（2017）

糖尿病と肥満の増加

2013 - データヘルス計画 （医療保険者が作成）
P

D
C

A

評価・
見直し
（2017） H30年度

H30年度



地域診断と健康政策のサイクル

集団の健康評価（地域診断）

目標設定

介入効果の予測

政策の選択政策の実施

政策の評価

RA. Spasoff; Epidemilogic Methods for Health Policy,1999

水嶋春朔：地域診断のすすめ方：根拠に基づく生活習慣病対策と評価 第２版、医学書院、2006 (一部改変) 21

（施策・事業）（施策・事業）

（施策・事業）

PDCAサイクル
の展開

DoCheck

Act Plan

評価

見直し
更新

計画や目標値
の設定

実施



公衆衛生活動のステップ
• 疫学的診断（地域診断）

– 集団における健康問題の発見と決定
– 健康問題を規定している要因の追求

• 対策の樹立
– 実施すべき予防水準（１次、２次、３次予防）を決定する。
– 費用と資源を見積もる

• 医療機関、保健機関、福祉機関、行政機関、住民組織、ボランティア
• 費用

– 優先順位の確認： 他の健康問題と比較して、当該健康問題が優先されるべ
きかどうかを確認する。対策を実施していくべきかどうかを再確認する。

• 対策の実施
– 目的を明確にする

– 連携： 医療機関、保健機関、福祉機関、行政機関、住民組織とこれらに従事
している人びと、ボランティアが連携して、一体となって対策を実施する

– 実施
• 評価（疫学的評価）

– 入力、出力、結果、効果に基づいた疫学的評価を定期的に実施する

• 得られた結果、効果と目的との差を明らかにする。得られた知識と既存の
知識との差を明らかにする。

– 当該健康問題が解決に至らない場合には、評価に基づいて、前のステップに
戻る。循環過程を繰り返す。

田中平三．疫学入門演習（南山堂）
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例
• 疫学的診断（地域診断）

– 集団における健康問題の発見と決定
• 例）人口動態統計によると・・・虚血性心疾患多発

– 健康問題を規定している要因の追求
• 例）疫学調査によると・・・高血圧、喫煙、糖尿病、脂質異常症、そ
の主原因として肥満の増加。

• 対策の樹立
– 実施すべき予防水準（１次、２次、３次予防）を決定する。

• 例）１次予防のためのメタボリックシンドローム対策、特に肥満に
着目。

– 費用と資源を見積もる
• 医療機関、保健機関、福祉機関、行政機関、住民組織、ボランティ
ア

• 例）健診の実施・協力体制、事後フォロー体制、費用は？
– 優先順位の確認： 他の健康問題と比較して、当該健康問題が優先さ
れるべきかどうかを確認する。対策を実施していくべきかどうかを再確
認する。
• 例）脳卒中の動向は？ 非肥満者のリスク因子（やせの高血圧な
ど）の動向は？

23



例（続き）
• 対策の実施

– 目的を明確にする
• 例）虚血性心疾患年齢調整死亡率の低下←リスク因子の改善←
健診・保健指導と医療機関連携

– 連携： 医療機関、保健機関、福祉機関、行政機関、住民組織とこれ
らに従事している人びと、ボランティアが連携して、一体となって対策
を実施する

• 評価（疫学的評価）
– 入力、出力、結果、効果に基づいた疫学的評価を定期的に実施する

• 例）虚血性心疾患年齢調整死亡率は？ リスク因子の管理状況・
有病率は？ 健診受診率・保健指導実施率、医療機関受診状況
は？

– 当該健康問題が解決に至らない場合には、評価に基づいて、前のス
テップに戻る。循環過程を繰り返す。
• 例）健診受診率・保健指導実施率が低かった。その理由として実
施体制・協力体制が不十分だった。

• 全体としてみるとリスク因子があまり改善していない。その理由と
して非肥満の対策が不十分だった。
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保健事業（健診・保健指導）のPDCAサイクル

標準的な健診・保健指導
プログラム【平成30年度版】
（1-9頁）
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計
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を
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て
る

26

集団の健康実態状況の把握、生活習慣の状況、等

アウトカム、アウトプット、プロセス、ストラクチャー等の評価

（30年度版1-18頁）



データヘルス計画
被保険者の健康の保持増進に資することを目的として、
保険者等が効果的かつ効率的な保健事業の実施を図
るため、特定健診等の結果、レセプトデータ等の健康・
医療情報を活用して、ＰＤＣＡサイクルに沿って運用する
ものである。

27

（保健事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引き H29年9月より）

データヘルス計画のサイクル

被保険者の健康課題の抽出
（地域・職域診断）

目標設定

介入効果の予測

事業の選択事業の実施

計画・事業
の評価

RA. Spasoff; Epidemilogic Methods for Health Policy,1999（水嶋春朔：地域診断のすすめ方：根拠に基づく生活習
慣病対策と評価 第２版、医学書院、2006）を参考に作成。

健康・医療
情報を活用

Ｖ

Ｖ

Ｖ

Ｖ



健康日本２１（第２次）の概要

一健康寿命の延伸と健康格差の縮小
• 生活習慣の改善や社会環境の整備によって達成すべき最終的な目標。
• 生活習慣病対策の総合的な推進を図り、医療や介護など様々な分野における支援等の取組を進める。
二生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（ＮＣＤの予防）
• がん、循環器疾患、糖尿病、ＣＯＰＤに対処するため、一次予防・重症化予防に重点を置いた対策を推進。
• 適切な食事、適度な運動、禁煙など健康に有益な行動変容の促進や社会環境の整備のほか、医療連携

体制の推進、特定健診・特定保健指導の実施等に取り組む。
三社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上
• 自立した日常生活を営むことを目指し、ライフステージに応じて、「こころの健康」「次世代の健康」「高齢者

の健康」を推進。
• メンタルヘルス対策の充実、妊婦や子どもの健やかな健康増進に向けた取り組み、介護予防・支援等を推

進。
四健康を支え、守るための社会環境の整備
• 時間的・精神的にゆとりのある生活の確保が困難な者も含め、社会全体が相互に支え合いながら健康を

守る環境を整備。
• 健康づくりに自発的に取り組む企業等の活動に対する情報提供や、当該取組の評価等を推進。
五栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口くう腔の健康に関する生活習慣及び社会環境
の改善
• 上記を実現するため、各生活習慣を改善することが重要。
• ライフステージ等の対象集団ごとの特性、健康課題等を十分に把握。

28

●平成２５年度～３４年度までの国民健康づくり運動を推進するために、健康増進法の基づく「国民の健
康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」の全部を改正。

●目標の実効性を高めるために、大臣告示に具体的な目標を明記（第１次では健康局長通知で示した）。

第一 国民の健康の増進の推進に関する基本的な方向



H30年度
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2013 -第四次国民健康づくり対策
“健康日本２１（第二次）”

（健康寿命の延伸・健康格差の縮小）

1988 –第二次国民健康づくり対策 （疾病予防・健康増進
［栄養・運動・休養］）

1978 –第一次国民健康づくり対策 （健診の導入）

2000 –第三次国民健康づくり対策
“健康日本２１”

（QOLの向上、健康寿命の延伸）

P
D

C
A

P
D

C
A

2008 –特定健診・特定保健指導
（メタボリックシンドロームに着目）

中間評価
（2005）

P
D

C
A

P
D

C
A

わが国における健康増進施策の流れ

最終評価
（2012）

P
D

C
A

第１期評価
・見直し
（2012）

従来型の健診
（高血圧管理による脳血管疾患
・虚血性心疾患の一次予防）

中間評価
(2017)

第２期評価
・見直し
（2017）

糖尿病と肥満の増加

2013 - データヘルス計画 （医療保険者が作成）
P

D
C

A

評価・
見直し
（2017） H30年度

H30年度

（再掲）



• 問１）特定健診・特定保健指導によって、生活
習慣病及び予備群を２５％減少させることは
できるのでしょうか？

俯瞰的に考えてみよう！
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「健診データ・レセプト分析から見る生活習慣病管理」 31



「健診データ・レセプト分析から見る生活習慣病管理」32



人数が多く、リスクが高い階層から、
疾病は多く発生する

33

ポピュレーション・アプローチでは
全体の罹患数、死亡数を大幅減少

ハイリスク・
アプローチ
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◆かかりつけ医と保健指導実施者との連携
◆学習教材の共同使用
◆医療機関における診療報酬上の生活習慣病
管理料、栄養食事指導料の積極的活用
◆治療中断者対策としてのレセプトと健診デー
タの突合・分析

糖尿病等の生活習慣病予防のための健診・保健指導 健診から保健指導実施
へのフローチャート

保
健
事
業
指
導
対
象
者
の
明
確
化

保
健
事
業

の
実
践
Ｄ

評
価

Ｃ※

改
善
Ａ

※次年度のメタボ該当者 ・予備群 、糖尿病等有病者・予備群の評価（改善、悪化）、データの改善、リスク数の減少

支援方法の検証、改善策の検討（ポピュレーションアプローチとの連携含む）

Ｔ 人 Ｕ 人 Ｖ 人 Ｗ 人

健
康
診
査

59,982人 C 人

41,735人

59,982人

18,247人

40歳～74歳
の被保険者
等を抽出

他の健診
等の結果
の提出者

年1回受診

★特定健康診査の実施

健診未受診者 健診受診者 30.4％

★特定健診受診率

健診対象者

G 人

治療なし 7,007人H 人
生活習慣病
治療中＊

情報提供

レベル４

2,416人 4,591人

生活習慣病のコントロール

良 不良

11,240人治療なし

健診結果の判定

3,429人 4,555人

情報提供
(受診の必要性を含む）

受診必要 受診不必要

レベル１レベル３

保
健
事
業

計
画
Ｐ

動機づけ支援 積極的支援

医療との連携 医療との連携

特定保健指導

未受診者対策

◆特定健診の受診勧奨(例：健
診受診の重要性の普及啓発、
簡易健診の実施による受診勧
奨）

特定保健指導以外
の保健指導

◆健診結果の見
方について通知・
説明

◆医療機関を受診す
る必要性について
通知・説明
◆適切な生活改善や
受診行動が自分で
選択できるよう支援

Ｘ 人実施者数

レベル１

動機づけ支
援実施者数 Ｚ 人Ｙ 人

積極的支援
実施者数

レベル２

個別に働きかけ
を行った人の数

レベル３レベル４レベルX

かかりつけ医と
連携した対応

次年度の
特定健診
の受診

次年度の特定健診
未受診又は結果未
把握※

メタボ予備群

健診受診情報（問診等）とレセプトを突合

特定保健指導以外の対象者 特定保健指導の対象者

◆対象者の特徴に応じた行動変容を促す保健指
導の実施

◆行動目標・計画の策定
◆健診結果により、必要に応じて受診勧奨を行う

特定保健指導

健診データをもとに特定保健指導個
別支援計画を作成

使用する学習教材の選択

メタボ該当者
被保険者等台帳 ＊対象となる生活習慣病の病名と治療

①糖尿病
②インスリン療法
③高血圧症
④高脂血症
⑤（高尿酸血症）
⑥肝障害
⑦糖尿病性神経障害
⑧糖尿病性網膜症
⑨糖尿病性腎症
⑩（痛風腎）

⑪高血圧性腎臓障害
⑫脳血管疾患
⑬脳出血
⑭脳梗塞
⑮その他の脳血管疾患

⑯虚血性心疾患
⑰動脈梗塞
⑱大動脈疾患
⑲人工透析

Ｙ＋Ｚ

Ｏ＋Ｐ

※次年度の健診
結果で評価を
行うものもある。

Q 人

R 人

2,199人 1,057人

未受診なのでレベルが
未知のグループ

生活習慣病
治療中＊

★特定保健
指導実施率

Q´人 Ｒ´人

レベル２

Ｓ ％

必要に応じて主治医の指示のもと、保健
指導が行われるよう調整

様式6-10
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0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

有病レセプト無し 有病レセプト有り

資格無 資格有

（H26.4.1時点）

健診未受診 健診受診

左から低値～Ⅲ度

年齢調整

発症率％／年

横軸は区分ごとの被保険者数に比例

正常

血圧

35

受療状況、健診受診状況、血圧値別にみた
重症疾患発症率

新規人工透析導入者、又は虚血性心疾患、脳出血・脳梗塞
を主病とする費用額50万円以上レセプトのある者

（平成27年度・某国保）

棒の面積が
発症人数に比例



医
療
と
の
連
携

未
受
診
者
対
策

特
定
保
健
指
導

以
外
の
保
健
指
導

特
定
保
健
指
導

特 定 健 診

特定健診・特定保健指導は
包括的な生活習慣病対策

トータルで生活習慣病の減少を目指す

受診率UP! 受療勧奨
ｺﾝﾄﾛｰﾙ不良等

やせの血圧高値等 階層化
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